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  中国：気象業務の領域における
PPEに関連する立法及び政策



  李明媚、中国気象局WMO出向専門家


  現在、中国には、もっぱら気象分野における官民両部門間の境界及び関係を規制する特別な法律及び規則はない。官民両部門間の境界及び相互作用を統制する規約及び規則は、各種の法律、条例、地方性法規に、また中国の気象防災・減災活動に関する弁法に分散している。関係する法律文書の主要な特徴は、公衆向け気象予報及び天気警報における公的な気象官署（中国気象局（CMA）及びその地方官署）の権威が一貫して強調されていること、また、これについての法的拘束力を有する各種規定である。公共的なもの以外の気象サービス、殊に商業的なサービスに関連して、国家は、気象業務に係る産業を加速させるために、規制を緩和して、公平な競争環境に向けた政策、措置及び制度的な体制を拡大してきた。


  I．中華人民共和国気象法


  「気象法（中华人民共和国气象法）」は、中国において気象に係る活動について規定する第一の法律である。同法は、2000年1月1日に施行され、2009年8月27日、2014年8月31日及び2016年11月7日の3回の改正を経ている。気象法は、全8章・45か条からなる。同法は、各級の政府に置かれる気象官署が基本的な公共気象サービス及び顕著気象現象の予報・警報のサービスを提供し、また、公共の安全及び安全保障を支援しなければならないことを定めている。また、気象法は、災害性天気警報を発表するための統一されたシステムについて定めており、これによって、中国気象局は公衆向け気象予報及び災害性天気警報を発表する唯一の権威者となっている。


  中国の公的な気象官署（「気象主管機構（气象主管机构）」と称され、中国気象局並びにその省級、県級及び郷級の地方官署を含む。）の管轄区域を定める観点から最も関連性の高い規定は、気象法第3条、第8条及び第22条である。これらの詳細は、次のとおりである。


  


  図1：中華人民共和国気象法（1999年10月31日承認）（リンク）


  第3条　気象事業は、経済建設、国防建設、社会開発及び人民生活のための基礎的な公益事業であり、気象業務は、公益目的の気象サービスを最優先とするものとする。


  ②　県級以上の人民政府は、気象業務に対する領導及び調整を強化して、気象事業を中央政府及び地方の当該級の国民経済・社会開発プロジェクト並びに財政予算に組み込み、以てこれが一般市民、政府の意思決定及び経済発展における役割を充分に果たすことを保証しなければならない。


  ③　県級以上の地方人民政府は、当該地方の社会経済発展に係る需要に基づいて地方の気象事業プロジェクトを策定し、主に当該級における財政負担を以てこれに投資する。


  ④　気象台は、公益目的の無料気象サービスを確実に行うことを前提として、法に従って気象サービスを行うことができる。


  第8条　外国の組織及び個人が中華人民共和国の領域及び中華人民共和国が管轄するその他の海域において気象活動に従事するにあたっては、国務院の気象主管機構1と関係部門とが連携して行う承認を経なければならない。


  第22条　国家は、公衆向け気象予報及び災害性天気警報のために、統一された発表制度を実行する。


  ②　各級の気象主管機構に所属する気象台は、職責に従って、一般向けに公衆向け気象予報及び災害性天気警報を発表し、天気の変化の状況及び時間に応じてこれを補足又は訂正しなければならない。その他のいかなる組織及び個人も、一般向けに公衆向け気象予報及び災害性天気警報を発表してはならない。


  ③　国務院その他の関係部門及び省、自治区又は直轄市の人民政府その他の関係部門に所属する気象台は、それぞれの系統において使用される特殊な気象予報を発表することができる。


  ④　各級の気象主管機構及びこれに所属する気象台は、公衆向け気象予報及び災害性天気警報の精度、適時性及びサービスの水準を向上させなければならない。


  気象法第3条は、公共気象サービスが公的な気象官署の第一の責任であることを強調しているが、気象官署が、公共気象サービスを確実に行うことを前提として、法律に従って有償の気象サービスを提供することができるとしている。これは、公的な気象官署に、市場における他のプレイヤーとともに商業的な気象業務に参加することを許可するものである。第22条は、公的な気象官署以外の組織又は個人が一般向けに気象予報及び災害性天気警報を発表してはならないと定めており、民間部門は、一般向けの予報・警報サービスから排除されている。同条は、他のプレイヤー2が、特定の部門において使用される特殊な気象予報を発表することができるとしている。第8条は、外国の組織及び個人が中国の領域において気象活動を行うためには気象当局の承認を得なければならないことを言明している。


  さらに、気象法第24条及び第25条は、災害性天気警報の流布及び発表についての要求事項を並べて定めている。これらによると、ラジオ、テレビ、新聞、電気通信等のメディアが社会に対して公衆向け気象予報又は災害性天気警報を発表するときは、気象主管機構に従って、発表時刻及び気象台（訳注：原語「气象台站」。日本でいう測候所に近い権限・任務のものもある。）の名称を示して、気象台から提供される最新の気象情報を用いなければならない。


  II．政府機関の規則


  中国の法的枠組において、政府機関（通常は部（訳注：日本でいう中央省庁に相当）を単位とする）は、弁法を立案及び公布する権能を有しており、これは、上位レベルの関連する規定の施行について、より詳細な規定を作るものである。気象法の他に、中国気象局がその行政上の権限の範囲内において立案及び公布した規則がいくつかあり、これらは、官民両部門間の業務上の境界及び協力の指針となり、またこれに影響するものでもある。この種の主な規則として、「気象予報の発表及び流布の管理に関する弁法（气象预报発表与刊播管理办法）」及び「気象情報サービスの管理に関する弁法（气象信息服务管理办法）」がある。


  1. 「気象予報の発表及び流布の管理に関する弁法」


  中国気象局は、2015年3月6日に「気象予報の発表及び流布の管理に関する弁法」を、その2005年版の改正として採択した。これは、公衆向け気象予報、災害性天気警報及び気象災害予警信号を、中国気象局及びこれに付属する地方各級の気象官署を以てこれを発表する唯一の権威者とする気象予報の類型であると明確に位置付けている。


  これと同時に、「気象予報の発表及び流布の管理に関する弁法」は、権威ある気象予報が公衆に提供されるのを助けることをあらゆるメディアの発信者に奨励するという原則を反映して、気象予報及び気象警報を流布するメディアに対する規制をさらに緩和している。同弁法の第5条、第7条及び第9条は、気象予報を流布するメディア及び事業体が、公衆に適時かつ正確な気象情報を流布するという目的のために、最新の気象情報を入手するメカニズムを確立しなければならないことを定めている。同じ規定において、メディア及び事業体は、公衆に気象予報を流布及び送信することを奨励されてもいる。公衆に気象予報を流布するメディア及び事業体は、気象官署が提供する最新の気象予報を利用すること及び気象官署の名称及び発表の時刻を表示することを求められている。


  2. 「気象情報サービスの管理に関する弁法」


  2015年3月6日に、中国気象局は、「気象情報サービスの管理に関する弁法」を承認した。この弁法は、全21か条からなっており、その目的は、気象情報サービスの市場をいっそう開放すること、こうしたサービスの提供について市場参加者を刺激すること、また、法律に従って市場におけるそれぞれの行動を規制することである。その主な目標は、気象情報サービスの供給者に法律に従ったサービス活動を実施するよう奨励すること、気象情報サービスに関連する科学研究並びに研究成果及び技術革新の応用の促進を支援すること、また、気象情報産業の成長に対する資本の投入を導いて誘引することである。さらにこれは、市場における活動を規制すること及び格付・信用度認識システムの確立によって品質制御されたサービスを奨励することも目標としている。このシステムは、気象業務を行う主体（官民ともに）の公式な登録及びその事業活動についての情報を保存し、それは、企業倫理、自己研鑽、品質評価並びにこれらの主体の実績及び信用についての情報への公衆によるアクセスを促進するための基盤を提供するものとなる。また、この弁法は、気象官署以外の気象情報サービス事業体が公衆向け気象予報、災害性天気警報及び気象災害予警信号を発表することが禁止されることを再確認している。


  III. PPEに関連する中国気象局のデータポリシー


  科学技術の急速な発達によって、社会のあらゆる部門から、データ共有の増強が求められている。データの社会・経済に対する価値は、共有によってのみ実現及び最大化されうるものであり、以て科学技術の開発及び技術革新が促進されることとなる。気象データは、基礎的な国家情報資源の重要な部分であり、技術革新、戦略的意思決定、経済発展、国防及び社会生活において重要な役割を果たす。現在、中国気象局は、様々な種類の気象データ・気象プロダクト共有サービスを、国内外の利用者に提供している。中国気象局のデータ共有サービスについての重要な法律文書のひとつが、2001年11月27日に公布された「気象資料の共有の管理に関する弁法（气象资料共享管理办法）」と題する弁法である。ここ20年間にわたって、中国気象局は、継続的に政策指針を改良して、社会全体との気象データの共有について、能力構築を推進及び強化してきた。近年、中国気象局は、より開放的なデータポリシーに向けて、同弁法の関連する規定、「基本気象データ・プロダクト共有カタログ（基本气象资料和产品共享目录、2015)」の公開、中国の気象データネットワークの開発等の政策及び技術的手段によって、データの共有に関する制限を緩和してきた。


  


  図2：中国気象データサービスセンターhttp://data.cma.cn/en.


  2015年9月29日、中国気象局は、社会福祉、平等及び包摂的な成長を促進するという目的のために社会全体に気象ビッグデータサービスを提供することを目標として、「基本気象データ・プロダクト共有カタログ（2015）」（以下「カタログ」という。）を正式に公開し、また、気象データの開放的な共有プラットフォームとして、中国気象データサービスセンター（中国气象数据网、CMDC）のWebサイトを立ち上げた。中国気象局は、いっそう開放的なデータポリシー及び改善されたデータサービスによって、クラウドソースによるイノベーション及び開発の促進におけるあらゆる部門との協力の増強にも取り組んでいる。開放及び共有されたデータには、地上気象観測所及び高層気象観測所、気象衛星、気象レーダー並びに数値気象予測によって作成されたデータ、「一帯一路」、「青海チベット高原大気科学実験（青藏高原大气科学试验）」等の気象防災・減災に関するプロジェクトによるデータ等、12分類1,096種の基本的な気象データ・気象プロダクトが含まれている。その立上げ以来、CMDCのWebサイトは、240,000超の利用者登録、2億8,000万回超のアクセス、150万回超のデータ照会及び104TBの共有サービスデータを得てきた。10を超える省庁が、「同都市データライン（同市数据线）」を通じてデータ共有及び統合アプリケーションを実現している。3,600を超える科学研究・教育機関及び800の企業が、MDCのWebサイトで共有されているデータを利用した科学研究、技術革新及び深層データマイニングを行っており、これらは大きな社会・経済に対する価値を作り出している。


  IV. 中国気象サービス協会


  中国気象サービス協会（中国气象服务协会、CMSA）は、2015年5月に設立された、中国の気象サービス供給者を代表する、初めての全国的な産業に関する非営利の市民団体である。CMSAの設立を始動させたのは、中国気象局公共気象サービスセンター（中国气象局公共气象服务中心）、国家気象センター（国家气象中心）、華風気象メディア集団有限会社（华风气象传媒集团有限责任公司）、中国華雲気象科学技術企業集団（中国华云气象科技集团公司）及びその他19の気象サービス企業・研究機関であった。


  


  図3：北京で行われた中国気象サービス協会の設立式典における矫梅燕・中国気象局副局長による開会のあいさつ。同協会は、中国の気象業務の分野における初めての全国的産業協会である。民政部は、国務院の承認を受けて、正式にその設立準備を許可した。（中国・北京、2015年3月）（リンク）


  CMSAは、中央政府が市場の各主体に活力を与えたりビジネス環境を改善したりすることによって安定的な経済成長を促進させ続ける、という文脈の下に設立された。過去において、政府は、政府の許可のための要件を削減したり、投資や起業に適した環境を作り出すためにサービスを向上させたりしてきた。これと同時に、政府は、公平な規制の実施及び公正な競争の促進へと迅速に移行していた。ビジネス環境の改善を以て、中国の気象サービス市場は、急速な発展の段階に達した。2016年には、気象サービス産業の売上は、400億元を超えている。CMSAが実施した調査によると、中国の気象サービス産業の規模は、今後5年間で3,000億元に達する可能性が高く、その市場の潜在力は、極めて大きい。


  


  図4：中国天然酸素バー文化観光祭・特別農産物展のプレスカンファレンスは、中国気象サービス協会と中国気象局公共気象サービスセンターとが主催したものである。（2019年7月19日）。


  CMSAは、こうしたことを背景として設立されて、政府・学術集団・企業の間のコミュニケーションの土台を築き、産業の繁栄を加速し、また、全体的な経済・社会の発展パターンにおける気象業務の役割及び影響力を強化することを、その狙いとしている。CMSAの基本的な役割は、業界及び協会員の意見及び懸案を反映させ、企業の正当な権利及び利益を保護し、業界の自己研鑽並びに基準及び規制の遵守を促進することである。同協会の主たる機能は、主に次のとおりであるが、これらに限られるものではない。


  ➢ 関連する政策、法律及び規則に従って業界の規範を確立すること。


  ➢ 政府当局の承認を得て、各気象サービス主体の資格審査を、また、気象サービス事業者の能力評価を行うこと。


  ➢ 気象業務の領域における政策、法律・規則、産業振興及び市場の傾向について調査研究を実施すること。


  ➢ 学術的・技術的な交流活動並びに気象サービスに関連する公教育及び意識向上の活動を組織化すること。


  


  図5：第16回中国・ASEAN博覧会において、海洋気象に関する科学技術に重点を置いた2019年の第4回中国気象設備・サービス展示会が、広西チワン族自治区南寧市で開催された（2019年9月21-24日）。


  2019年末現在、CMSAは、すでに産学官の各部門から586件の会員登録を得ている。CMSAは、その設立以来、政府にコンサルティングを提供し、企業の発展に寄与し、資源配分を最適化し、業界の自己研鑽を強化し、また、社会的責任に応えることにおいて、様々な活動を実施してきた。


  ➢ CMSAは、会員のニーズに基づいて、気象設備展示会、サービス技術革新競技会等の様々な訓練・技術交流活動を組織してきた。


  ➢ CMSAは、公表されている14本の技術基準等、業界の規範を確立しており、さらに19本が作成中となっている。


  ➢ CMSAは、中国気象局からの委託を受けて、高品質な警報情報の流布について四半期ごとに評価（正確さ、適時性、中国気象局の規範への適合性等の指標による）を実施するために、中国において災害性天気警報情報を流布している主要なWebサイト及びモバイルアプリのリストを選定している。


  ➢ 2019年、CMSAは、商務部との協力による先行プロジェクトとして、気象サービス事業者が提供しているサービス及びプロダクトの信用度格付を実施した。これまでに33の会員が信用度格付の試験的評価に合格し、A級の信用度を持つ企業として格付けられた。これらは、気象サービスの品質における模範かつ第一人者となるであろう。


  ➢ CMSAは、気象サービス市場の状態及び傾向を追跡、監視及び予想するために、四半期ごとに「気象サービス産業発展指数（气象服务产业发展指数）」を作成して報道発表し、また、毎年「中国気象サービス産業成長報告（中国气象服务产业发展报告）」を発表している。これらは、政府、業界及び会員が業務上の意思決定をするための詳細な分析及び専門的な参考資料を提供している。


  ➢ CMSAは、学術機関、企業その他の関係する市民社会と共同して、社会的責任に応える諸活動を実施している。地方の気候資源の、その生態系及びレクリエーションに係る価値についての評価は、この種の模範的な活動である。この評価の結果は、歓迎され、また、地方の観光、緑化に配慮した開発及び貧困削減の推進において広範に利用されてきている。


  参考


  ・ 中華人民共和国気象法（1999年10月31日承認)（リンク）


  ・ 中国気象数据網（リンク）


  ・ 2019年の第4回中国気象設備・サービス展示会（第四届中国气象装备与服务展）は、海洋気象に関する科学技術に重点を置いていた。（リンク）


  ・ 中国気象サービス協会は、気象サービス産業の発展を促進するために、2015年3月に設立された。（リンク）


  ・ 「中国天然酸素バー文化観光祭・特別農産物展（中国天然氧吧文化旅游节暨特色农产品展）」の記者会見（リンク）


  


  1 気象法における「気象主管機構」は、中国気象局並びにその省級、県級及び郷級の地方官署等の公的な気象官署をいう。


  2 現在、これらのプレイヤーには、公共機関及び民間部門のサービス供給者が含まれている。


  第2回中国気象サービス技術革新競技会・
CMSA年次会合



  中国気象局（CMA）と中国気象サービス協会（中国气象服务协会、CMSA）による
共催イベント（2019年11月19・20日、中国・北京）


  


  図1 第2回中国気象サービス技術革新競技会・CMSA年次会合の開会式（2019年11月19・20日、中国・北京）


  背景及び目的


  現在の世界は、ここ百年間見られなかったほどの目覚ましい水準で変化を遂げつつあり、その中でも殊に、気象サービスのイノベーションに対するあらゆる部門からの需要及び要求は、ますます顕著になってきている。増大していくニーズに応えてその可能性を全面的に活用する方策は、多くの国の国家気象機関が直面する共通の課題である。昨年7月の第18回世界気象会議は、顕著気象現象及び気候変動に関連する全球的な課題に取り組むための協働的な行動を求めるGeneva Declaration - 2019: Building Community for Weather, Climate and Water Action（訳注：以下「2019年のジュネーブ宣言」いう。）を採択した。公開協議プラットフォーム（OCP）は、第18回世界気象会議の高レベル会合において立ち上げられたものであり、これは、気象・気候に係る次世代の叡智について連携及びイノベーションを促進することによって、この目標に向かっていくこととなる。WMOの政策及び主導的取組は、気象・気候・水・環境に関連する全球的なリスクに対して協働的に取り組む全球気象事業について産学官の各コミュニティ間の協力を促進するための指針を、加盟国・地域に与えるものである。


  中国気象局（CMA）と中国気象サービス協会（CMSA）は、WMOが唱導する官民協働（PPE）という偉大な展望を共有している。開放・協力・統合・共有の方法における気象サービスの格差を埋めるためのイノベーションを加速させるために、また、産学官の各部門を巻き込んだ対話の場を設けるために、CMAとCMSAは、合同して第2回中国気象サービス技術革新競技会（第二届智慧气象服务创新大赛）を後援した。その目標は、産学官の各部門間の相乗効果を促進すること、気象学分野の科学技術におけるイノベーションを展示すること、新たなサービスの成果物の応用を促進するメカニズムを創出すること、また、イノベーションを以て、拡大・強化された気象サービスの背後にある持続的な駆動力とすることであった。この競技会の準備及び選定のプロセスは、2019年8月に始められ、11月半ばまでの数か月にわたって進行していった。表彰式、討論及び展示会からなる2日間の閉会イベントは、2019年11月19・20日に行われ、この競技会を成功裏に終了させた。


  競技会の進行


  この競技会は、イノベーションに対する情熱を刺激し、部門をまたいで136の大学、121の企業、CMAの全国センター及び地方気象官署を含む300を超える登録チームがこれに応募し、全部で1700を超える革新的な作品の提出に参加した。この競技会は、気象サービス技術、気象サービスアプリケーション、テレビ気象サービス及び気象サービスアルゴリズムの4つの賞部門に分けられた。提出された作品は、緊急事態対応、運輸、農業、水管理、環境、航空、エネルギー、市民の日常生活等、広範な領域における気象・気候サービスに対する需要に対応していた。


  予選及び決勝におけるレビュー及び評価を経て、中国気象局（CMA）、企業、学術界及び利用者コミュニティの有名な専門家からなるレベルの高い審判が、その技術的洗練性、社会的利便性及び/又は市場における将来性について卓越性を認めたものを、48件の受賞作品として選出した。


  優秀な受賞作品の例


  受賞した48件の応募作品の中には、気象官署、企業及び学術研究機関による協力の成果が多くあった。以下にその例を挙げる。


  上海気象服務公司（上海气象服务公司、SMS）は、中国商用飛行公司民間航空機試験飛行センター（中国商飞公司民用飞机试飞中心）及び中国飛行試験研究院（中国飞行试验研究院）とともに、航空気象支援技術を開発して、強い横風や自然着氷といった厳しい条件下における新型航空機の試験飛行のための気象サービスにブレイクスルーをもたらした。同公司は、このイノベーションを基盤として、現在、通常の試験飛行、転換飛行及び顕著気象現象下の試験飛行のための安定したサービスを提供する航空気象予報支援システムを運用している。


  江蘇省気象サービスセンター（江苏省气象服务中心）、江蘇省鎮遠県応用気象研究所株式会社（江苏镇远应用气象研究院有限公司）及び南京偉港乳業株式会社（南京卫岗乳业有限公司）は、大気汚染物質拡散モデルを利用して家畜の糞尿その他の汚染物質の廃棄に対する気象の影響を予測する気象サービスプラットフォームを確立することによって、牧草地及び酪農場のための大気環境サービスを開拓した。汚染物質の輸送の程度・範囲・時間についての予測は、地方における大気汚染の最小化に寄与し、環境に優しい牧草地・農場経営を促進する。


  北京玖天気象科学技術株式会社（北京玖天气象科技有限公司）、CMA公共気象サービスセンター（公共气象服务中心）及び国家電力網株式会社北京電力会社（国家电网有限公司北京电力公司）は、協働して、精度の高いインパクトベースの気象サービスを電力網管理システムに統合するための応用技術を開発した。これは、気象の影響についての調製された予報及び警報を個別の電力施設及び特定のシナリオに至るまで提供することによって、電力網を気象災害に対して安全に保つものである。


  湖北省气象局、江西省気象局、湖南省気象局、中国地質大学（武漢）及び湖北大学が合同で実施する沼沢地気象サービス（湖泊湿地气象服务）計画は、長江中・下流域の湿地及び湖沼において水質低下、生物多様性の喪失、生息地の破壊といった問題から生態系を回復させるというニーズに対応した気候サービスを提供するために開発されたものである。このサービスは、この連鎖における技術的な及び業務上の格差を埋めるものである。


  


  図2 第2回中国気象サービス技術革新競技会・CMSA年次会合における受賞者（2019年11月19・20日、中国・北京）


  CMSA年次会合


  CMSA年次会合（年会）は、表彰式と同日に行われ、叡智の集約を、また、産学官の各部門の相補的な役割、PPEに伴って拡大した機会及び課題といった、気象サービスのイノベーションに関連する主要な課題についての全国レベルでの対話の促進を目的としていた。


  WMO事務局次長・张文建博士、WMO官民連携室長・Dimitar Ivanov博士、CMA副局長・余勇氏、Accuweather社全球データ連携マネージャー・Matthew Alto博士、復旦大学副学長・张人禾中国科学院会員、及びファーウェイクラウド（华为云）副社長・主招生博士がこの会合のパネルディスカッションに参加し、産学官の各部門のプレイヤーがますます多様化することによって将来の気象・気候サービスの全体像がどのようなものになっていくのかについて、彼らの考えを聴衆と共有した。


  この会合において、WMO事務局次長・张文建博士は、WMOの今後数年間の戦略的優先事項及びWMOの最近の組織再編について聴衆に説明し、気象に関する科学技術の全球的な発展についてのWMOの展望を示した。他の発表においては、WMO官民連携室長・Dimitar Ivanov博士が、第18回世界気象会議において採択及び開始された2019年のジュネーブ宣言及び公開協議プラットフォーム等、全球気象事業を発展させるために産学官の各部門間の協働を強化することについてのWMOの最新の政策及び主導的取組を強調した。


  


  図3 第2回中国気象サービス技術革新競技会・CMSA年次会合の招待講演者、WMO事務局次長・张文建博士（左）とWMO官民連携室長・Dimitar Ivanov博士（右）（2019年11月19・20日、中国・北京）


  


  図4 第2回中国気象サービス技術革新競技会におけるCMSA年次会合（2019年11月19・20日、中国・北京）


  気象サービス産業技術イノベーション連盟


  競技会の表彰式において、CMAの商業部門である华风集团は、産学官の各部門間の協働的なイノベーションのためのメカニズムを確立するために、百度、テンセント、捜狗、華為（ファーウェイ）、レノボ、南京情報科学技術大学（NUIST、旧称「南京気象研究所」）等12の部外アクターとともに、気象サービス産業技術イノベーション連盟（气象服务产业技术创新联盟）を立ち上げた。この連盟の目的は、気象及び気候に関連する技術革新及びその成果物の応用のために様々な部門の業務資源を最適かつ効率的な方法でプールして活用すること、また、革新的な仕組及び協働のモデルを探ることである。


  展示会


  全国気象業務技術革新成果展（全国智慧气象服务创新成就展）が、授賞式・年次会合と併催され、気象サービス分野における最新のイノベーションが集まる場に、また、これらを潜在的利用者に向けて実演するプラットフォームとなった。100点を超える革新的技術が展示され、120を超える機関利用者を代表する来訪者の目を引いた。展示会においては、インテリジェント農業気象サービス、都市湛水気象サービス、格子化気象サービス、衛星データサービス等、20を超える革新的プロジェクトについて契約又は意向表明書が交わされており、これらの研究成果又は革新的サービスの成果物から実用的なアプリケーションへの移行が加速することが期待される。


  


  図5 第2回中国気象サービス技術革新競技会・CMSA年次会合における全国気象業務技術革新成果展（2019年11月19・20日、中国・北京）


  まとめ


  CMAは、さらなる競技イベントの展開及び最適化を続け、また、公共財、社会福祉及び経済の反映に関心を有する民間の主体及び学術研究機関との協働・協力についての新しいモデルを引き続き追求して、中国の経験及び実践をWMOが唱導する全球気象事業の発展に寄与させていく。
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